
加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療管理事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

後期高齢者医療被保険者の資格管理や給付事務にかかる事務経費を支出してい
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

後期高齢者医療事業を運営するに当たり、必要な経費を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期高齢者医療被保険者の資格管理や給付事務を適正に行う。

7,0705,6146,005

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

後期高齢者医療事業の適正な運営を維持する。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,005

そ の 他 特 財 6,005

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５後期高齢者医療管理事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０４後期高齢者医療事業特別会計　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療管理事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療保険料通知事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律、加古川市後期高齢者医療に関する条例　等

現 状 と 課 題

後期高齢者医療保険料の通知にかかる事務経費を支出している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

後期高齢者医療保険料の賦課に要する経費を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期高齢者医療保険料の適正な賦課。

4,7963,0653,663

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

後期高齢者医療保険料の適正な賦課を行う。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,663

そ の 他 特 財 3,663

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５後期高齢者医療保険料通知事業
　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１徴収費

項 ０２徴収費

款 ０１総務費

会  計 ０４後期高齢者医療事業特別会計　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療保険料通知事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険運営協議会運営事
業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民健康保険法第１１条、国民健康保険法施行令第３～５条、加古川市国民健
康保険条例第２条

現 状 と 課 題

被保険者や医師等各関係者の代表が国保事業に関与することにより、事業運営
の円滑な推進が見込まれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民健康保険法に基づき、被保険者代表、保険医又は保険薬剤師代表、公益代
表の３者１２名で構成する国民健康保険運営協議会を設置し運営する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国民健康保険事業の運営に関する重要事項（保険料の賦課徴収、保険給付の種
類及び内容等）を審議する。

329245439

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

運営協議会での審議は、多様な意見が反映され効果的である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 439

そ の 他 特 財 439

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５国民健康保険運営協議会運営事
業

目 ０１運営協議会費

項 ０３運営協議会費

款 ０１総務費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険運営協議会運営事
業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険管理事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 昭和30年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

国民健康保険事業の管理運営にかかる事務経費のほか、レセプト点検の委託料
及び第三者行為求償にかかる手数料等を支出している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民健康保険事業を運営するに当たり、必要な経費を支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国民健康保険事業の管理運営を適正に行うとともに、レセプト点検や第三者行
為求償事務を通じて保険給付の適正化を図り、医療費を抑制する。

13,89217,45214,280

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 43

財　

源　

内　

訳

□拡充

本事業の一部であるレセプト点検業務、第三者行為求償事務については、医療
費適正化に資する業務であり、継続的な実施が図られている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 14,280

そ の 他 特 財 14,237

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５国民健康保険管理事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険管理事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険証更新事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 昭和30年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

国民健康保険被保険者に被保険者証の交付を行っている。また、滞納者に対し
ては、来庁を促し、納付相談後に証を交付することとし、収納の促進を図って
いる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

被保険者世帯に被保険者証を送付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

被保険者証を交付することにより、給付の適正化を図るとともに、滞納者に対
して納付相談の機会を確保する。

4,1563,7234,920

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

被保険者の資格を確認し、保険給付等を適正に行うために被保険者証を交付す
る必要がある。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,920

そ の 他 特 財 4,920

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０国民健康保険証更新事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　

- 263 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険証更新事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険制度関係業務準備
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となる制度改正が施行される
ことになった。市は、引き続き資格管理、保険給付、保健事業を実施するとと
もに、都道府県が定めた納付金を納めるため、収入を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成３０年度に予定している国民健康保険の制度改正にかかるシステム改修費
用などを支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

改正後の国民健康保険制度に基づき円滑な運営を図る。

2,16024,448

国 庫 支 出 金 24,408

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

本事業は、平成３０年度の国民健康保険制度の改正に向けた準備事業であるた
め、平成２９年度をもって事業は完了した。なお、システム改修に要する経費
は、全額国庫負担となった。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 24,448

そ の 他 特 財 40

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０２５国民健康保険制度関係業務準備
事業　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険制度関係業務準備
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険料賦課事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 昭和30年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民健康保険法、加古川市国民健康保険条例等

現 状 と 課 題

国民皆保険体制の確立から半世紀が経過し、社会経済情勢の変化等により制度
の改正が繰り返され、国民健康保険制度は、より複雑化している。財政運営の
主体が都道府県となったことに伴い、平成３０年度からは県への納付金に必要
な額を確保するため、適正な保険料賦課を行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険料の納付義務者（世帯主）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民健康保険被保険者の資格管理、所得把握をもとに、軽減・減免制度などを
含めて国民健康保険料を適正に算出し、納付通知書や更正決定通知書を発送す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国民健康保険料の納付義務者（世帯主）に公平かつ適正な保険料の賦課を行
う。

9,44910,49912,111

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

被用者保険に加入していない者を対象とした社会保障制度という性格上、今後
も維持継続していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,111

そ の 他 特 財 12,111

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５国民健康保険料賦課事業

目 ０１賦課徴収費

項 ０２徴収費

款 ０１総務費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険料賦課事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 結核医療附加事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第３７条の２、加古
川市国民健康保険条例第８条の２

現 状 と 課 題

医療水準の向上により結核は完治できるようになったが、現在でも結核患者は
発生しており重大な感染症のひとつである。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

結核医療を受ける国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

指定医療機関で治療を受ける場合、結核の治療に要する医療費の５％（被保険
者負担分）を被保険者に代わって医療機関へ附加金として支払う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

結核医療を受ける被保険者に自己負担を求めない。

574839

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 39

財　

源　

内　

訳

□拡充

本事業により感染の拡大、まん延を最小限で抑えることができているため、事
業価値は高いものである。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 39

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５結核医療附加事業

目 ０１結核医療附加金

項 ０７結核医療諸費

款 ０２保険給付費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 結核医療附加事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 出産育児一時金給付事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成6年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民健康保険法第５８条、加古川市国民健康保険条例第７条

現 状 と 課 題

条例に基づく相対的必要給付である。なお、社会保険喪失後６ヶ月以内に出産
したときは、国保・社保いずれかを選択し支給申請する。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

出産（妊娠８５日以降の死産、流産を含む）した国民健康保険被保険者の属す
る世帯の世帯主

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

出産育児一時金４２万円（産科医療補償制度の対象外は４０万４千円）を支給
する。支給方法は、当市から国保連を通じて医療機関に支給する直接支払制度
と、世帯主の申請により支給する現金給付の方法がある。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

出産は医療保険の適用はなく全額自己負担となるため、その経費を援助し、出
産・子育てを支援する。

110,94481,98177,131

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 26,504

財　

源　

内　

訳

□拡充

同事業は相対的必要給付であり、法の趣旨及び県内自治体の状況から適正であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 77,131

そ の 他 特 財 50,627

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５出産育児一時金給付事業

目 ０１出産育児一時金

項 ０６出産育児諸費

款 ０２保険給付費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 出産育児一時金給付事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特定健診事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律第２０条

現 状 と 課 題

平成３０年度から６年計画で策定した第３期特定健康診査等実施計画（第２期
データヘルス計画に包含）に基づき、課題である受診率の向上に取り組む必要
がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

４０歳以上の国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

特定健診、特定保健指導を実施する（自己負担なし）。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

疾病の早期発見、生活習慣病等の予防により、健康保持・増進を図る。

152,323144,590145,419

国 庫 支 出 金 29,562

県 支 出 金 29,562

地 方 債

一 般 財 源 86,295

財　

源　

内　

訳

■拡充

高齢者の医療の確保に関する法律第２０条に基づき４０歳以上の国民健康保険
被保険者に対しては特定健診を実施する必要がある。「第３期加古川市国民健
康保険特定健康診査等実施計画」では平成３０年度の特定健診目標受診率を
４０％としており、より一層の受診勧奨が必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 145,419

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５保健事業

目 ０１保健衛生普及費

項 ０１保健事業費

款 ０５保健事業費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特定健診事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

％

対 象 指 標 名

４０歳以上の国民健康
保険被保険者数

45,98144,58145,233

成 果 指 標
分 析 結 果

受診率が低調であるため、受診への積極的な啓発と未受診者への受診勧奨を行い、更なる受
診率の向上を目指していきたい。

特定健診受診者数（法
定報告（数値確定は翌
年度の１１月））

人 15,73414,68115,174

活 動 指 標
分 析 結 果

受診者数が低調であるため、受診への積極的な啓発と未受診者への
受診勧奨を行い、更なる受診者数の増加を目指していきたい。

特定健診受診率（法定
報告（数値確定は翌年
度の１１月）

目 標 値

60

目標年度

平成35
年度

34.232.933.5

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 医療費通知事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成２４年度からジェネリック医薬品使用による差額通知を発送し、更なる医
療費適正化に努めている。平成２５年度から医療費通知作成については、業者
による作成から国保連による作成に変更し経費を抑えている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

医療費の額及び薬剤差額を通知する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

かかった医療に対する費用を周知し、保険制度の必要性を認識してもらうとと
もに、健康に対する意識を高め自己管理を促し、医療費の適正化を図る。

12,05712,38813,302

国 庫 支 出 金 13,302

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

適切な通知によりジェネリック医薬品の使用率は順調に上昇しており、医療費
の適正化が図られている。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 13,302

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０医療費通知事業

目 ０１保健衛生普及費

項 ０１保健事業費

款 ０５保健事業費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 医療費通知事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

％

対 象 指 標 名

国民健康保険被保険者
数

66,26663,82160,487

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２８年度から後発医薬品の差額通知を年３回に増やすなど同医薬品の使用促進に努めて
おり、平成２９年度は計画値を達成した。

医療費通知発送世帯数
（年６回）

世帯 192,695189,666183,020

後発医薬品差額通知発
送世帯数（年３回）

世帯 1,3883,4524,501

活 動 指 標
分 析 結 果

被保険者数は減少しているが、被保険者の高齢化、医療の高度化に
より一人当たりの医療費及び受診件数は増加傾向にある。

後発医薬品使用率

目 標 値

80

目標年度

平成32
年度

72.675.1

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療健康診査事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律第１２５条

現 状 と 課 題

後期高齢者の増加に伴い、医療費は増加し続けている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

医科については、加古川総合保健センター及び加古川医師会の協力医療機関
で、健康診査を実施する。歯科については、播磨歯科医師会の協力医療機関
で、健康診査を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期高齢者の健康を保持し、医療費抑制を図る。

17,91519,62621,025

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,327

財　

源　

内　

訳

□拡充

増加し続ける医療費の抑制のため、健康診査を実施し、疾病の早期発見、早期
治療に繋げることが大切である。そのために必要な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 21,025

そ の 他 特 財 17,698

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０３５後期高齢者医療健康診査事業

目 ０２予防費

項 ０１保健衛生費

款 ０４衛生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療健康診査事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

％

％

対 象 指 標 名

後期高齢者医療健康診
査受診対象者数（医
科）

17,94918,63720,303

後期高齢者医療健康診
査受診対象者数（歯
科）

人 4,3805,0105,673

成 果 指 標
分 析 結 果

被保険者は年々増加していくが、医科については長期入院者、施設入所者、生活習慣病で治
療中の者等は健診対象外となるため、引き続き周知し、受診者数を増加させていきたい

健康診査受診者数（医
科）

人 1,6061,7041,923

健康診査受診者数（歯
科）

人 418543591

活 動 指 標
分 析 結 果

被保険者は年々増加していくが、医科については長期入院者、施設
入所者、生活習慣病で治療中の者等は健診対象外となるため、引き
続き周知し、受診者数を増加させていきたい。

健康診査受診率（医
科）

目 標 値

16.9

目標年度

平成32
年度

8.959.149.47

健康診査受診率（歯
科）

11.78平成32
年度

9.5410.8410.42

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療事業特別会計繰
出事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成20年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律第９９条

現 状 と 課 題

高齢者の増加と医療の高度化に伴い、高齢者の医療費は増加の一途を辿ってい
るため、保険料も上昇傾向である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

一般会計から後期高齢者医療事業特別会計に繰り出しを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期高齢者医療事業特別会計の健全な財政運営を図る。

475,606504,271542,902

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 380,369

地 方 債

一 般 財 源 162,533

財　

源　

内　

訳

□拡充

法定の繰出事業であり、特別会計の健全な運営のためには、不可欠の事業であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 542,902

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５後期高齢者医療事業

目 １２後期高齢者医療費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療事業特別会計繰
出事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

千円

対 象 指 標 名

後期高齢者医療被保険
者数

29,40831,11032,675

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加により、今後も逓増が見込まれる。

後期高齢者医療事業特
別会計繰出金（保険基
盤安定）

千円 440,759472,618507,159

後期高齢者医療事業特
別会計繰出金（事務
費）

千円 34,84731,65335,743

活 動 指 標
分 析 結 果

保険基盤安定繰出金については、高齢者の増加により、今後も逓増
が見込まれる。

後期高齢者医療事業特
別会計繰出金

目 標 値

580,997

目標年度

平成32
年度

475,606504,271542,902

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療人間ドック助成
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
高齢者の医療の確保に関する法律第１２５条

現 状 と 課 題

受診者数が伸び悩んでいたが、平成２５年度は、住民への周知方法の見直しに
より受診者数が増加した。また、平成２６年度より実施医療機関、コースを拡
大し、住民サービスを向上させた。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

後期高齢者医療被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川総合保健センター、加古川中央市民病院、はりま病院、加古川磯病院、
順心病院、たずみ病院、松本病院で実施する人間ドックの受診者にドック費用
の一部を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

後期高齢者の健康を保持し、医療費抑制を図る。

1,4739291,588

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 465

財　

源　

内　

訳

□拡充

増加し続ける医療費の抑制のため、人間ドックの助成を実施し、受診を促すこ
とで疾病の早期発見、早期治療に繋げることが大切である。そのために必要な
事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,588

そ の 他 特 財 1,123

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０５０後期高齢者医療人間ドック助成
事業　　　　　　　　　　　　　　

目 ０２予防費

項 ０１保健衛生費

款 ０４衛生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 後期高齢者医療人間ドック助成
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

人

対 象 指 標 名

後期高齢者医療被保険
者数

29,40831,11032,675

成 果 指 標
分 析 結 果

広報活動、メニュー内容を拡充させることにより、受診者数は増加すると見込まれる。

人間ドック受診者数 人 705991

活 動 指 標
分 析 結 果

広報活動、メニュー内容を拡充させることにより、受診者数は増加
すると見込まれる。

人間ドック受診者数

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

705991

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険事業特別会計繰出
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民健康保険法第７２条の３

現 状 と 課 題

被用者保険と比べ、年齢構成が高いことにより医療費水準が高く、低所得加入
者が多く所得に占める保険料負担が重いといった構造的な課題を抱えているこ
とから、財政運営は不安定なものとなりがちである。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

一般会計から国民健康保険事業特別会計に繰り出しを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国民健康保険事業特別会計の健全な財政運営を行う。

2,156,9812,212,6362,167,800

国 庫 支 出 金 249,116

県 支 出 金 812,323

地 方 債

一 般 財 源 1,106,361

財　

源　

内　

訳

□拡充

一般会計から国民健康保険事業特別会計への繰出しは、法令等のルールに基づ
き、適正に執行している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,167,800

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０４０国民健康保険事業特別会計繰出
事業

目 ０１社会福祉総務費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険事業特別会計繰出
事業

部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

％

円

対 象 指 標 名

国民健康保険被保険者
数

66,26663,82160,487

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２９年度の成果指標は目標値に達した。平成３０年度からは、新たな国保制度の下で、
繰出金の増減調整よりも中長期的な財政推計を踏まえ、基金活用や保険料率の適切な設定等
により安定的な財政運営を行う必要がある。

国民健康保険事業特別
会計繰出金（福祉医療
波及分）

円 215,935,000323,942,000289,378,000

国民健康保険事業特別
会計繰出金（保険料減
免分）

円 131,386,800121,300,300108,128,300

活 動 指 標
分 析 結 果

福祉医療波及分の繰出金については、平成２８年度から全部繰出し
としており、被保険者数や医療費の動向等により年度間で多寡が見
られる。また、保険料減免分の繰出金については、被保険者数と同
様に減少傾向にある。

保険給付費等の３年間
平均に対する国保基金
残高の割合

目 標 値

5

目標年度

平成29
年度

3.153.135.1

国民健康保険事業特別
会計繰出金（決算補填
目的分）

0平成37
年度

0

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険制度啓発事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

国民健康保険の制度全般について、被保険者証の更新時、保険加入時に周知し
ている。また、後発医薬品の使用希望シールをあわせて配布している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民健康保険制度をわかりやすくした小冊子等を被保険者に送付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

複雑かつ年度により変更がある国民健康保険制度を周知することで、確実な資
格喪失手続きや給付申請手続き等を行ってもらう。

712705685

国 庫 支 出 金 339

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成３０年度から都道府県が国民健康保険の運営を担うことになり、複雑な国
民健康保険制度をわかりやすく啓発するには、保険料納付や保険証更新などに
合わせた周知が効果的であることから、これら事務事業に統合していく。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 685

そ の 他 特 財 346

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１３国民健康保険制度啓発事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民健康保険制度啓発事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

件

件

対 象 指 標 名

国民健康保険被保険者
数

66,26663,82160,487

成 果 指 標
分 析 結 果

２つの成果指標とも国民健康保険制度の周知がなされれば件数は減るが、平成２９年度は二
重加入通知の喪失勧奨を徹底した。被保険者自身で国民健康保険制度の各手続きができるよ
うさらなる周知を図る必要がある。

制度啓発パンフレット
送付数（１１月更新
時）

件 37,98937,81736,558

活 動 指 標
分 析 結 果

国民健康保険被保険者数は近年減少しており、平成２９年度の１１
月更新時の送付数も減少した。

年間二重加入通知発送
件数

目 標 値

1,200

目標年度

平成29
年度

7981,1591,281

年間高額療養費勧奨通
知発送件数

4,500平成29
年度

3,9534,4024,322

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人間ドック助成事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 昭和56年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市国民健康保険人間ドック助成規則

現 状 と 課 題

人間ドック受診者の増加に向け、制度のさらなる周知を図るとともに、平成
２８年度から助成対象医療機関を追加した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

人間ドックを受ける場合に、その費用の一部を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

疾病の早期発見、生活習慣病等の予防により、健康保持・増進を図る。

5,9705,8636,354

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,354

財　

源　

内　

訳

□拡充

健康増進を図るための保健事業として、疾病や生活習慣病の予備群等を早期に
発見し、早期治療や生活習慣の見直しと改善を促す事業としては効果が高いも
のである。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,354

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５保健事業

目 ０１保健衛生普及費

項 ０１保健事業費

款 ０５保健事業費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 人間ドック助成事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

件

対 象 指 標 名

国民健康保険被保険者
数

66,26663,82160,487

成 果 指 標
分 析 結 果

疾病の早期発見、生活習慣病等の予防は被保険者の健康増進及び国保財政の健全化にもつな
がるため、引き続き周知し、受診者数を増加させていきたい。

国民健康保険人間ドッ
ク受診者数

件 425408426

活 動 指 標
分 析 結 果

疾病の早期発見、生活習慣病等の予防は被保険者の健康増進及び国
保財政の健全化にもつながるため、引き続き周知し、受診者数を増
加させていきたい。

国民健康保険人間ドッ
ク受診者数

目 標 値

500

目標年度

平成30
年度

425408426

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 葬祭費給付事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 昭和30年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民健康保険法第５８条、加古川市国民健康保険条例第８条

現 状 と 課 題

県内の葬祭費１件当たり支給額は、５万円が３９市町、３万円が２市である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者の死亡により葬祭を行った者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

葬祭費５万円を支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

葬祭に係る負担を軽減する。

19,95017,70020,150

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 20,150

財　

源　

内　

訳

□拡充

同事業は相対的必要給付であり、法の趣旨及び県内自治体の状況から適正であ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 20,150

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５葬祭費給付事業

目 ０１葬祭費

項 ０３葬祭諸費

款 ０２保険給付費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 葬祭費給付事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

％

対 象 指 標 名

死亡による国保資格喪
失者

431402423

成 果 指 標
分 析 結 果

葬祭費の保険給付は、死亡年度と申請年度が異なる場合がある。葬儀社や被保険者に周知さ
れているため高い申請率であるが、単身世帯の死亡により申請がない事例もある。

国民健康保険葬祭費支
給件数

件 399354403

活 動 指 標
分 析 結 果

被保険者の高齢化により、死亡者数が増加し、支給件数も逓増する
ことが考えられる。

国民健康保険葬祭費受
給資格者のうち受給し
た者の割合

目 標 値

100

目標年度

平成30
年度

92.688.195.3

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 がん検診促進事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

胃がんや肺がんなどがんを死因とした死亡者数が多いため、若年者のがん発症
の早期発見を行い、被保険者の健康保持・増進を図る必要がある。がん検診受
診率の向上が課題である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者で当該年度末に４０歳、４５歳、５０歳、５５歳、６０
歳を迎える者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川総合保健センターで実施する胃がん、肺がん検診を受ける場合に、その
費用を負担する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

若年者の胃がん、肺がん発症を早期発見することにより、被保険者の健康保
持・増進を図る。

1,0641,021668

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 668

財　

源　

内　

訳

□拡充

健康増進を図るための保健事業として、がん発症の早期発見に寄与していくこ
とから事業効果は高いと見込まれる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 668

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５保健事業

目 ０１保健衛生普及費

項 ０１保健事業費

款 ０５保健事業費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 がん検診促進事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

％

％

対 象 指 標 名

国保被保険者数
（４０、４５、５０、
５５、６０歳）

3,2013,1772,935

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２７年度からの新規事業のため、制度の周知を行い、受診率を向上させたい。

胃がん検診受診者数 人 379343272

肺がん検診受診者数 人 467447353

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２７年度からの新規事業のため、制度の周知を行い、受診者数
を増加させたい。

胃がん検診受診率

目 標 値

25

目標年度

平成35
年度

11.810.89.3

肺がん検診受診率 30平成35
年度

14.614.112

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 データヘルス計画策定事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針

現 状 と 課 題

第１期データヘルス計画の期間が平成２９年度に終了することに伴い、平成
３０年度から平成３５年度までの保健事業の実施事業を定めた、第２期データ
ヘルス計画に基づき、目下の健康課題に対応する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

特定健診やレセプトデータを分析活用し、健康課題を明確にしたうえで効果的
な保健事業を展開するための「加古川市国民健康保険第２期データヘルス計
画」を策定する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

データヘルス計画に基づいた効果的な保健事業を実施することで、被保険者の
健康寿命の延伸と医療費の適正化を図る。

2,8382,519

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,519

財　

源　

内　

訳

□拡充

運営協議会に諮問した上で、既存事業を見直すとともに、特定健診やレセプト
データを分析することで明らかになった健康課題や取り組む保健事業を示した
「加古川市国民健康保険第２期データヘルス計画（平成３０年度～平成３５年
度）」を策定した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 2,519

そ の 他 特 財

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５保健事業

目 ０１保健衛生普及費

項 ０１保健事業費

款 ０５保健事業費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 データヘルス計画策定事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

部

対 象 指 標 名

国民健康保険被保険者
数

66,26660,487

成 果 指 標
分 析 結 果

全庁へ周知のうえ、庁内関係課、関係団体等に計画書を配布した。市ホームページにも掲載
した。

運営協議会の開催回数 回 24

活 動 指 標
分 析 結 果

運営協議会に諮問し、各委員からの意見を反映したうえで、計画を
策定した。

データヘルス計画書
（本編＋概要版）作成
部数

目 標 値

150

目標年度

平成35
年度

170150

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 糖尿病重症化予防事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 その他

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成２９年度から当事業を開始した。糖尿病改善教室は、医師会や市内保健機
関と連携して開講し、訪問指導は保健師と管理栄養士（嘱託を含む）による面
接指導を行っている。なお、平成２８年度も本市国保のＨｂＡ１ｃは県内ワー
ストであった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国民健康保険の特定健診受診者のうち、３疾患（糖尿病、高血圧、脂質異常
症）治療なしなどに加え、ＨｂＡ１ｃ※が一定以上の者　（糖尿病改善教室）
　※：６．５以上　（受療勧奨訪問指導）※：８．０以上

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

糖尿病改善教室への参加、保健師又は管理栄養士による家庭訪問等での保健指
導（受療勧奨面接）

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

糖尿病を正しく理解させ、生活習慣の改善を促し、必要な医療等を受けさせる
ことにより重症化を予防する。

6,222

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,222

財　

源　

内　

訳

□拡充

加古川市国民健康保険第２期データヘルス計画では、翌年度の特定健診におい
てＨｂＡ１ｃの値が改善・維持した者の割合を７０％としており、より一層の
生活習慣の改善を促す必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,222

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５保健事業

目 ０１保健衛生普及費

項 ０１保健事業費

款 ０５保健事業費

会  計 ０２国民健康保険事業特別会計　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 糖尿病重症化予防事業 部 局 名 市民部

課（室）名 国民健康保険課

人

人

対 象 指 標 名

国民健康保険糖尿病改
善教室対象者数

222

国民健康保険糖尿病受
療勧奨対象者数

人 145

成 果 指 標
分 析 結 果

糖尿病改善教室は開講時と３ヶ月後のフォロー時の血液検査結果を比較して、改善・維持が
半数超あった。また、受療勧奨は面接時に受療している者が多くいたため、半数超の成果と
なった。

国民健康保険糖尿病改
善教室参加者数

人 65

国民健康保険糖尿病受
療勧奨面接数

人 138

活 動 指 標
分 析 結 果

糖尿病改善教室は定員３０名で計３回開催したが、対象者への案内
や協力医療機関への周知が不十分であったため、定員に満たなかっ
た。また、受療勧奨面接は事前通知なしの訪問であったため、不在
多く非効率であった。

糖尿病重症化予防数
（糖尿病改善教室分）

目 標 値

63

目標年度

平成30
年度

39

糖尿病重症化予防数
（受療勧奨面接分）面
接時受療者を含む

100平成30
年度

94

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民年金事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 昭和35年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
国民年金法

現 状 と 課 題

年金受給権の確保を図るため、納付猶予・免除制度の拡大が進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する２０歳以上６０歳未満の国民年金第１号被保険者及び６０
歳以上７０歳未満の高齢任意加入者（納付対象者）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民年金の資格取得・喪失届、国民年金保険料免除申請届、学生納付特例申請
書、その他各種届出書の受付、及び日本年金機構への進達等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

国民年金未加入者や国民年金保険料未納の発生を防止し、市民の年金受給権確
保を図る。

4,5133,2233,223

国 庫 支 出 金 3,223

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

□拡充

各種届出の受付や日本年金機構への進達等の法定受託事務については適正に執
行されている。今後も市民の年金受給権確保のため、制度周知や年金相談など
の業務についても日本年金機構と連携して実施していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,223

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５国民年金事務事業

目 ０９国民年金費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 国民年金事務事業 部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護運営対策事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
生活保護法

現 状 と 課 題

生活保護世帯は医療費の自己負担がないため、コスト意識が低い状況となって
いる。後発医療品の使用を促進するとともに、頻回受診、重複受診を抑制す
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市民、ケースワーカーを含む関係職員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

各種研修を行い実施体制の強化を行うとともに、生活保護にかかる事務を適切
かつ効果的に行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

職員のスキルアップを図り、実施体制を充実して生活保護を適正に運営する。

13,37590,48311,089

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 11,089

財　

源　

内　

訳

□拡充

生活保護世帯は、今後も団塊の世代の高齢化による高齢世帯の増加が見込まれ
ており、より効率的な事業運営を検討する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,089

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５生活保護運営対策事業

目 ０１生活保護総務費

項 ０４生活保護費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護運営対策事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

％

対 象 指 標 名

加古川市人口（３／１
付推計人口）

267,082267,083264,396

被保護世帯数 件 1,5751,6191,667

被保護者数 人 2,1002,1582,197

成 果 指 標
分 析 結 果

継続的な周知や関係機関への依頼により、使用割合は増加している。

後発医薬品の周知件数 件数 1,5751,6191,667

活 動 指 標
分 析 結 果

後発医薬品を原則使用することを継続的に周知している。また、関
係医療機関へも使用促進の依頼を行っている。

後発医薬品の使用割合

目 標 値

80

目標年度

平成32
年度

67.372.375.9

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行旅死亡人取扱事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
行旅病人及び行旅死亡人取扱法

現 状 と 課 題

葬祭執行者のない行旅死亡人等に対し、葬祭又は救護を行う。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

行旅困窮者、行旅病人及び行旅死亡人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

送致運賃、食費等を支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

行旅困窮者、行旅病人及び行旅死亡人に対し救護を行う。

2,2432,4881,863

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 1,824

地 方 債

一 般 財 源 39

財　

源　

内　

訳

□拡充

義務的施策事業である。制度の適正運営に努める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,863

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５行旅死亡人取扱事業

目 ０１生活保護総務費

項 ０４生活保護費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 行旅死亡人取扱事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

行路困窮者取扱数 件 956267

行旅死亡人取扱件数 件 131614

活 動 指 標
分 析 結 果

関係機関との連携を図り、救護及び葬祭等を効果的に行っている。

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活困窮者自立支援事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
生活困窮者自立支援法

現 状 と 課 題

相談者のうち生活保護に至らない人、ホームレス、長期失業者、ひきこもりの
ほか、税等滞納者、多重債務者、高齢期に至る前の中高年齢層など、より多く
の生活困窮者を支援対象とし、地域参加や就労につなげるには、地域経済や生
活保護制度とのさらなる連携が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に居住地を有する又は事実上の「すまい」（現在地）のある者で、就労の
状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困
窮し、最低限度の生活をおそれのある者。いわゆる生活困窮者であって、生活
保護制度の対象となる前の者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

自立相談支援機関の設置する「相談窓口」において実施する。その内容は①自
立相談支援事業、②住居確保給付金の支給、③就労準備支援事業、④一時生活
支援事業、⑤家計相談支援事業、⑥学習支援事業、⑦その他の自立促進に資す
る事業とし、自立相談支援機関は必要と認めた事業を実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生活困窮者の尊厳を保持し、就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立等
状況に応じ、包括的・早期的な支援を行い、地域における関係機関、民間団体
との緊密な連携等支援体制の整備（生活困窮者支援を通じた地域共生社会の実
現に向けた地域づくり）を基本理念とし、対象者の困窮状態からの早期脱却を
図る。

17,70618,36224,723

国 庫 支 出 金 14,191

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,532

財　

源　

内　

訳

■拡充

生活困窮者自立支援法の施行により、相談につながり支援の効果が現れている
一方で、まだ適切な支援を受けるに至っていない生活困窮者も多くいる。法改
正に伴い、自立相談支援機関の主導による把握だけでなく、関係機関が生活困
窮の端緒となる事象を把握した場合にも確実に支援につながる仕組みづくりが
必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 24,723

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０７８生活困窮者自立支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１社会福祉総務費

項 ０１社会福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活困窮者自立支援事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

件

件

件

対 象 指 標 名

加古川市人口（３／１
付推計人口）

267,082267,083264,396

市内のホームレスの数 人 566

成 果 指 標
分 析 結 果

支援プラン作成件数が厚生労働省の示す目安値（新規相談件数の５０％、加古川市２８５
件）と比較すると４７件と低いが、プラン作成前に生活保護につながったものが６７．４％
を占めている。

生活困窮者からの相談
業務

件 529519571

被保護世帯数 件 1,5751,6191,667

被保護者数 人 2,1002,1582,197

活 動 指 標
分 析 結 果

生活困窮者からの新規相談受付件数が厚生労働省の示す目安値（人
口１０万人・１ヶ月当たり２４件、加古川市７６３件）と比較する
と５７１件であり、まだ適切な支援を受けることができていない生
活困窮者が存在する可能性がある。

支援プラン作成件数

目 標 値

285

目標年度

平成30
年度

474647

生活保護に至らない世
帯数

186平成30
年度

246144186

生活保護の申請件数 296平成30
年度

308291296

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護援護事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
憲法第２５条、生活保護法

現 状 と 課 題

団塊の世代の高齢化による高齢世帯の増加、緩やかな景気の回復はあるもの
の、若年層の非正規化による稼働世帯が増加しており、８．２４‰の保護率と
なっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

生活保護受給者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

困窮の程度に応じて必要な保護（扶助）費を支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

最低限度の生活を保障し、自立を助長する。

3,679,3183,545,8603,664,292

国 庫 支 出 金 2,690,281

県 支 出 金 111,390

地 方 債

一 般 財 源 862,621

財　

源　

内　

訳

□拡充

義務的施策事業である。生活保護世帯は、今後も増加が見込まれており制度の
適正運営によりいっそう努める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,664,292

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５生活保護援護事業

目 ０２扶助費

項 ０４生活保護費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計

- 305 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護援護事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

対 象 指 標 名

被保護世帯数 1,5751,6191,667

被保護者数 人 2,1002,1582,197

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護適正実施推進事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
生活保護法

現 状 と 課 題

団塊の世代の高齢化による高齢世帯の増加、若年層の非正規化による稼働世帯
が増加しており、８．２４‰の保護率となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

生活保護受給者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

就労支援により被保護者の自立を促すとともに、面接体制整備強化、収入資産
状況把握、診療報酬明細点検等による実施基盤の整備充実を図る。また、生活
保護にかかる外部研修の参加を通じて、関係職員の専門的な知識の習得を図
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生活保護制度の安定的な運営を確保する。

20,11519,58118,693

国 庫 支 出 金 13,558

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,135

財　

源　

内　

訳

□拡充

生活保護世帯の増加により業務が増加傾向にある。義務的施策事業であり、所
得調査等の実施や就労指導・支援により適正な生活保護受給に努める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 18,693

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０生活保護適正実施推進事業

目 ０１生活保護総務費

項 ０４生活保護費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護適正実施推進事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

千円

対 象 指 標 名

被保護世帯数 1,5751,6191,667

被保護者数 人 2,1002,1582,197

成 果 指 標
分 析 結 果

医療機関から請求のあった診療報酬明細書の内容を確認し、適正な支払いを行うことで、医
療扶助費の抑制につながっている。

診療報酬明細点検 件 45,36846,22447,628

活 動 指 標
分 析 結 果

被保護者の高齢化等により、医療扶助費が増加傾向にあり、診療報
酬明細点検件数も年々増加している。

診療報酬明細書点検業
務効果額

目 標 値

28,000

目標年度

平成30
年度

18,04020,87227,827

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中国残留邦人等生活支援給付事
業

部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特
定配偶者の自立の支援に関する法

現 状 と 課 題

対象者は減少傾向にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

中国残留邦人等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

日本語等各種学習及び交流事業の参加に必要な交通費、教材費を支給する。生
活支援給付など各種支援給付を生活保護法の規定の例により行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

社会的・経済的に自立できるよう支援する。

164167153

国 庫 支 出 金 153

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

義務的施策事業である。制度の適正運営に努める。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 153

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０中国残留邦人等生活支援給付事
業

目 ０２扶助費

項 ０４生活保護費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中国残留邦人等生活支援給付事
業

部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護システム改修事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
生活保護法

現 状 と 課 題

平成３０年４月の介護保険法改正に伴う利用者負担見直し、軽度者向けサービ
ス追加に伴い、介護扶助費関連の生活保護システムの改修が必要となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

生活保護システム

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成３０年４月の介護保険法改正に伴う利用者負担見直し、軽度者向けサービ
ス追加に伴い、介護扶助費関連の生活保護システムの改修を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護保険法の改正にあわせ、生活保護システムの改修を行い、介護扶助費の支
給等の適正実施を確保する。

1,2961,728

国 庫 支 出 金 864

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 864

財　

源　

内　

訳

□拡充

平成３０年４月の介護保険法改正に伴う利用者負担見直し、軽度者向けサービ
ス追加に伴い、介護扶助費関連の生活保護システムの改修を完了した。介護保
険法改正に伴う生活保護システムの改修は平成２９年度の単年度事業である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 1,728

そ の 他 特 財

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０生活保護適正実施推進事業

目 ０１生活保護総務費

項 ０４生活保護費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活保護システム改修事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 生活福祉課

件

対 象 指 標 名

システムの件数 11

成 果 指 標
分 析 結 果

平成３０年４月の介護保険法改正に伴う利用者負担見直し、軽度者向けサービス追加に伴
い、介護扶助費関連の生活保護システムの改修が必要となった。

システムの整備件数 件 11

活 動 指 標
分 析 結 果

平成３０年４月の介護保険法改正に伴う利用者負担見直し、軽度者
向けサービス追加に伴い、介護扶助費関連の生活保護システムの改
修が必要となった。

システムの整備件数

目 標 値

1

目標年度

平成29
年度

11

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

- 312 -



加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護認定審査会運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

平成３０年３月の１号被保険者の認定者は１２，２１５人（１号被保険者の
１７％）である。常設審査会は１６合議体を設置している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

介護認定審査会を実施し、申請者の要介護度を認定する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護度の状態に応じたサービスを受けられるようにする。

28,28827,25327,784

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

認定審査会は介護保険制度を運営するにあたって必須事項である。平成２９年
度においては、３７６回の認定審査会を開催し、１２，５４９件の要介護認定
審査を適正に行った。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 27,784

そ の 他 特 財 27,784

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５介護認定審査会運営事業

目 ０１介護認定審査会費

項 ０３介護認定審査会費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護認定審査会運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険システム運営・開発事
業

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

被保険者、認定者、受給者ともに増加傾向が顕著であり、システムにおける
データ管理と運用は必要不可欠なものとなっている。平成２７年３月より新シ
ステムへ移行し、介護保険法改正及び訪問調査にかかる部分以外は、保守等が
全て情報政策課の一括契約となった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険の運営に必要なシステム（事務処理支援システム、審査会支援システ
ム、訪問調査システム、主治医意見書システム）、指定事業者管理システムの
操作者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

介護保険の運営に必要なシステムの運営、開発を行う。複数のシステムを導入
し、被保険者の資格管理、保険料の賦課徴収、保険給付実績の管理、要介護認
定のための調査票や主治医意見書の作成及び管理、認定審査会の進捗管理等を
行っているため、日常業務におけるシステム運用支援や障害対応等の保守、制
度改正に対応するためのシステム改修等の業務を開発業者に委託する。事業者
管理システムは使用料を支払い、利用する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

被保険者からの申請や資格情報及び指定事業者情報等を適正に管理し、保険者
として円滑な保険運営を行う。

22,70311,50447,723

国 庫 支 出 金 3,320

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

介護保険制度の安定的な運営のため、現状どおりシステム保守、開発を継続す
る必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 47,723

そ の 他 特 財 44,403

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０２５介護保険システム運営・開発事
業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険システム運営・開発事
業

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険運営協議会運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例、加古川市介護保険運営協議会規則

現 状 と 課 題

平成１８年度からは、介護が必要な状態になっても、できる限り住み慣れた地
域で生活を続けられるようにすることを目的とした「地域密着型サービス」が
創設された。その「地域密着型サービス」事業者の選定についても介護保険運
営協議会で行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市介護保険運営協議会委員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

加古川市介護保険運営協議会を開催するにあたって、委員への報酬及び駐車場
使用料等を支払う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川市における介護保険事業の円滑な運営を図る。

384524461

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢化が進み、要支援・要介護認定者数の増加が見込まれる中、さらなる介護
保険事業の円滑な運営を行うためにも必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 461

そ の 他 特 財 461

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０３０介護保険運営協議会運営事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険運営協議会運営事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険管理事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

高齢化はさらに進み、平成２９年度末における本市の高齢化率は２６．７％と
なった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

介護保険業務に係る事務の遂行、公用車両のメンテナンス等を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護保険業務の適正な管理運営を図る。

4,4335,9274,001

国 庫 支 出 金 1,974

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

現状としては、大きな問題は見当たらないが、今後も効率的かつ効果的に管理
運営すべく、国の制度改革や３年ごとの本市事業計画の見直しにあわせて、管
理内容やコストについて検証し、必要に応じ見直しを行う必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,001

そ の 他 特 財 2,027

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１０介護保険管理事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険管理事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険証等各種通知発送事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

高齢化は進み、平成２９年度末における本市の高齢化率は２６．７％となっ
た。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１）介護保険第１号被保険者に、６５才の資格取得時に介護保険被保険者証等
を送付する。　２）申請者に対し、入所時における食事・部屋代を減額する負
担限度額認定証を送付する。　３）要支援・介護認定者に対し、介護保険負担
割合証を送付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

１）介護保険第１号被保険者となったことを周知し、介護保険制度への理解を
深める。　２）申請者に対し、入所時における食事・部屋代を減額する負担限
度額認定証を送付する。　３）要支援・介護認定者に対し、介護保険負担割合
証を送付する。

3,7844,1634,302

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

介護保険制度を適正に運営するために必要な経費である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,302

そ の 他 特 財 4,302

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５介護保険証等各種通知発送事業
　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険証等各種通知発送事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険料賦課事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

高齢化はさらに進み、平成２９年度末における本市の高齢化率は２６．７％と
なった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

介護保険料の賦課を決定し、納付通知書を送付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護保険料を適正に賦課し、制度の適正な運営を図る。

6,4557,1608,252

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

介護保険制度の適正な運営のため、介護保険料の賦課事業は必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 8,252

そ の 他 特 財 8,252

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５介護保険料賦課事業

目 ０１賦課徴収費

項 ０２徴収費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険料賦課事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認定調査事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

平成１７年の法改正に伴い、新規申請調査については市が直接行うことにな
り、嘱託職員を増員することで対応した。平成２５年４月より事務受託法人と
して県の認可を受けた加古川総合保健センターに新規申請調査の一部委託を開
始した。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

意見書作成を依頼し、訪問調査を行うことで、介護認定審査会で使用される審
査資料の作成を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護度の状況に応じたサービスが受けられるようにする。

128,596130,948138,832

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

介護認定のための調査は介護保険制度を運営するにあたって必須事項である。
認定申請に基づき、主治医意見書の依頼・回収と認定調査について適正かつ円
滑に実施できている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 138,832

そ の 他 特 財 138,832

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５認定調査事業

目 ０２認定調査等費

項 ０３介護認定審査会費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認定調査事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護給付等費用適正化事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法施行令

現 状 と 課 題

厚生労働省が示す介護給付適正化プログラムの一環として、要介護認定の適正
化が求められており、可能な限り市直営・指定市町村事務受託法人の調査実施
が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険を利用する被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１）更新申請・区分変更申請について、市職員・指定市町村事務受託法人によ
る認定調査と認定調査票の点検を行う。　２）介護サービス利用者に対して
サービス利用状況の内容を通知する。　３）適正化支援パッケージシステムを
使用し、疑義のあるケアプランを抽出後に事業者と面談し、ケアプランの是正
指導を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

１）介護認定のばらつきを平準化する。　２）過誤請求・架空請求を防ぐ。
　３）誤請求となりやすいケースを分析し、適切な請求に関する知識を高め
る。

25,42126,61325,956

国 庫 支 出 金 9,993

県 支 出 金 4,997

地 方 債

一 般 財 源 5,969

財　

源　

内　

訳

□拡充

１）新規申請の他、更新申請に係る認定調査についても、施設入所者を中心に
一定数を市嘱託職員により実施した。　２）利用状況について送付した結果、
明細を見た利用者からの過誤等に関する問い合わせは０件であったことから、
適正な給付が実施できている。　３）疑義のあるケアプランを抽出後に事業者
と面談し、ケアプランの是正指導を行った結果、過誤申立により給付適正化に
つながっている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 25,956

そ の 他 特 財 4,997

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０１５介護給付等費用適正化事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護給付等費用適正化事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者福祉計画・介護保険事業
計画策定事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、老人福祉法

現 状 と 課 題

現在は、第８期高齢者福祉計画及び第７期介護保険事業計画（平成３０年度～
３２年度）期間にあたる。平成３２年度に第９期高齢者福祉計画及び第８期介
護保険事業計画（平成３３年度～３５年度度計画）を策定する。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市高齢者福祉計画及び加古川市介護保険事業計画策定

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

３年を１期として、両計画を一体的に策定する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者福祉・介護保険サービスを必要とする高齢者に適正なサービスを提供で
きるようにする。また、医療と介護の連携や認知症施策の推進など、地域包括
ケアシステムを深化・推進するための体制について定める。

8043,299

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画については、高齢者の現状に沿った施策
を計画的に実施するために必要不可欠であり、また法律で定められていること
から、３年ごとに策定の必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 3,299

そ の 他 特 財 3,299

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５高齢者福祉計画・介護保険事業
計画策定事業　　　　　　　　　　

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者福祉計画・介護保険事業
計画策定事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改修支援事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

高齢化はさらに進み、平成２９年度末における本市の高齢化率は２６．７％と
なった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

ケアプランを作成していない場合に住宅改修理由書を作成した居宅介護支援事
業者等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

ケアプランを作成していない受給者の住宅改修理由書を作成した場合、１件に
つき２，１６０円の手数料を支払う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

住宅改修の給付に必要な住宅改修理由書が円滑に作成され、必要な受給者が住
宅改修を行える。

5263

国 庫 支 出 金 1

県 支 出 金 1

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

住宅改修理由書作成は、原則ケアプラン作成料に含まれているが、ケアプラン
を作成しない場合については例外的に手数料を支払うことにより、適正に住宅
改修理由書が作成されている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3

そ の 他 特 財 1

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０３０住宅改修支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１包括的支援事業等費

項 ０２包括的支援事業等費

款 ０９地域支援事業費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改修支援事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 コミュニティケアネットシステ
ム運営事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成14年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

インターネットの普及により、ＳＮＳやＨＰ等により簡単に介護サービスの情
報を得られるようになってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護サービス利用者、介護サービス提供事業者・ケアマネジャー、医療機関
（主治医）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

システム及びシステム上のサービスを運用する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護サービス利用者と介護サービス提供事業者・ケアマネジャー、医療機関
（主治医）が情報交換や情報共有をすることで、ケアプランの充実やサービス
の向上を図る。

26,24226,06123,503

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

多様な情報伝達手段（ツール）の充実により本事業は所期の目的を達成したた
め平成２９年度をもって終了した。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 ■完了

事 業 費 合 計 23,503

そ の 他 特 財 23,503

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０２５介護保険システム運営・開発事
業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 コミュニティケアネットシステ
ム運営事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

対 象 指 標 名

要介護・要支援認定者
数

11,63212,09712,480

成 果 指 標
分 析 結 果

ケアネットシステム年
間利用回数

回／年 9,71510,0948,585

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険事業特別会計繰出事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

高齢化はさらに進行し、平成２９年度末における本市の高齢化率は２６．７％
となった。普通調整交付金交付割合は３．０１％と低く、第１号被保険者の負
担は大きい。現在、介護保険事業計画に基づき、「地域密着型サービス」の整
備を積極的に進めている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険事業特別会計

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

介護保険事業特別会計のうち「介護給付費繰入金現年度分」、「職員給与費等
繰入金」、「事務費繰入金」、「介護予防事業費繰入金」、「包括的支援事業
等繰入金」、「低所得者保険料軽減繰入金現年度分」へ繰り出し処理を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護保険事業特別会計を適正かつ円滑に運営する。

2,306,5562,335,8412,466,820

国 庫 支 出 金 17,377

県 支 出 金 8,686

地 方 債

一 般 財 源 2,440,757

財　

源　

内　

訳

□拡充

本事業については、介護保険法の定めに従い実施しているものであり、今後も
介護保険の適正かつ円滑な運用を進める必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,466,820

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５介護保険事業特別会計繰出事業

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護保険事業特別会計繰出事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

式

対 象 指 標 名

介護保険事業特別会計 1

成 果 指 標
分 析 結 果

介護保険法の定めに従い、繰り出し処理が行われている。

介護保険事業特別会計
への繰出

式 11

活 動 指 標
分 析 結 果

介護保険法の定めに従い、繰り出し処理が行われている。

介護保険事業特別会計
への繰出

目 標 値

1

目標年度

平成30
年度

11

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

会計

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 社会福祉法人負担減免助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成13年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例、社会福祉法人等による利用者負担軽減制
度補助金交付要綱

現 状 と 課 題

軽減制度認定者数は減少傾向にあるが、当該制度自体は周知が進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

軽減確認証を交付した介護保険サービス利用者に対して軽減事業を実施した社
会福祉法人等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

社会福祉法人等に対して、交付額の算定方法により算出される交付額を基礎と
して予算及び交付決定額の範囲内で補助を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

社会福祉法人等を通じて生活困難者に対する介護保険サービスの利用者負担額
の軽減を図る。

380391469

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 352

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

低所得の方の利用者負担軽減の観点から当該事業は引き続き実施する必要があ
る。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 469

そ の 他 特 財 117

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０３５社会福祉法人負担減免助成事業

目 ０１一般管理費

項 ０１総務管理費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 社会福祉法人負担減免助成事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

式

対 象 指 標 名

該当事業を実施する社
会福祉法人等

171919

社会福祉法人による利
用者負担軽減制度の申
請者数

人 393638

成 果 指 標
分 析 結 果

介護サービス利用額の１割負担分、食費及び居住費について、２５％減額されるため、認定
者の金銭的負担の軽減につながっている。（例：要介護５、特別養護老人ホームのユニット
型個室入所の方で、約２２，０００円／月軽減される。）

社会福祉法人等による
利用者負担軽減制度の
認定者数

人 393538

社会福祉法人等利用者
負担減免事業補助金支
出金

円 373,969381,437453,451

活 動 指 標
分 析 結 果

軽減制度認定者数は、年々減少している。要因は、認定者の中で、
死亡する方が多かったことに対し、新規の認定者数が少なかったた
め。そのことに伴い、社会福祉法人等に対する補助金支出額は減少
傾向にある。しかし、高齢者世帯の所得額は全般的に低下してきて
いるため、制度利用者は増加する可能性がある。

社会福祉法人等による
利用者負担軽減の実施

目 標 値

1

目標年度

平成30
年度

111

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

法人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 趣旨普及事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例

現 状 と 課 題

高齢化はさらに進み、平成２９年度末における本市の高齢化率は２６．７％と
なった。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険被保険者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

第１号被保険者（６５歳以上の人）へ介護保険証を交付する際に介護保険のし
おりを配布する。また、必要に応じて被保険者等へ介護保険ガイドブックを配
布する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護保険制度の趣旨の理解及び普及に努める。

970604693

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財　

源　

内　

訳

□拡充

今後、高齢者が年々増加していく中で、引き続き介護保険ガイドブック等によ
り、介護保険制度の趣旨や内容について広く周知することが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 693

そ の 他 特 財 693

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ００５趣旨普及事業

目 ０１趣旨普及費

項 ０４趣旨普及費

款 ０１総務費

会  計 ０５介護保険事業特別会計　　　　　
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 趣旨普及事業 部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

件

対 象 指 標 名

介護保険被保険者数 66,51769,28670,115

成 果 指 標
分 析 結 果

介護保険ガイドブックに関する苦情については、平成２９年度はなかったので、概ね満足い
ただけているものと考える。

介護保険ガイドブック
配布部数

冊 9,0009,00010,000

介護保険ガイドブック
印刷部数

冊 10,00010,00011,000

活 動 指 標
分 析 結 果

介護保険ガイドブックの配布部数は法改正時、その内容を広く周知
する必要が生じることから多くなる傾向がある。一方、介護保険の
しおりは、６５歳年齢到達時に介護保険受給者証に同封するため、
６５歳年齢到達予定者数を基に数値化しており、今後も増加が見込
まれる。

介護保険ガイドブッ
ク・介護保険のしおり
に関する苦情件数

目 標 値

0

目標年度

平成30
年度

000

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 社会福祉施設等整備補助事業
（介護保険課）

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０５自立を支える社会保障制度を適正に運営する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市介護保険条例、加古川市社会福祉施設等整備補助金交付
要綱

現 状 と 課 題

第７期介護保険事業計画に基づき、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対
応型通所介護など、平成３０年度からも地域密着型サービスの整備を進めてい
く。なお、特定施設入居者生活介護等、地域密着型サービス以外の介護サービ
ス事業所の整備も進んでいる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

地域密着型サービスを整備する法人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国や県の補助金を活用し、施設の建設や開設準備に要する経費を市が助成する
事業

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の増加に伴い、要支援・要介護認定者数の増加が見込まれる中、介護
サービス基盤整備の推進を図る。

10,300137,716182,095

国 庫 支 出 金 0

県 支 出 金 182,095

地 方 債 0

一 般 財 源 0

財　

源　

内　

訳

□拡充

高齢者の増加により、要支援・要介護認定者数が増加する中で地域密着型サー
ビスの基盤を計画的に整備する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 182,095

そ の 他 特 財 0

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成29年度（決算見込）

平成29年度（決算見込） 平成28年度（決算） 平成27年度（決算）

細  目 ０５５社会福祉施設等整備補助事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０１老人福祉総務費

項 ０２老人福祉費

款 ０３民生費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成29年度実施事業〉

事 務 事 業 名 社会福祉施設等整備補助事業
（介護保険課）

部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

床

床

事業所

対 象 指 標 名

地域密着型サービスの
整備決定法人数

735

地域密着型サービス事
業を開始する法人数

法人 165

成 果 指 標
分 析 結 果

各整備数から、本事業による施設整備等補助により市内の特養床数等が増加していることが
分かる。

補助金交付対象施設
（事業所）数

施設
（事業
所）

154

補助金交付決定施設
（事業所）数

施設
（事業
所）

154

施設整備等補助金交付
額

千円 10,300137,716182,095

活 動 指 標
分 析 結 果

補助金交付対象・決定施設（事業所）数から、第７期事業計画にお
ける整備目標値に基づき、着実に各施設・事業所の整備が進んでい
ることが分かる。

介護老人福祉施設の整
備数

目 標 値

1,211

目標年度

平成32
年度

962962991

認知症対応型共同生活
介護事業所の整備数

262平成32
年度

190208226

小規模多機能型居宅介
護事業所及び複合型
サービス事業所整備数

24平成32
年度

161919

平成27年度平成28年度平成29年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

法人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成27年度平成28年度平成29年度単 位
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